
 

 京都市クリーニング業法施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年１２月１２日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市規則第   号 

   京都市クリーニング業法施行細則の一部を改正する規則 

京都市クリーニング業法施行細則の一部を次のように改正する。 

第４条第２項第５号を削り、同項第６号を同項第５号とする。 

第５条第２項第４号を削り、同項第５号を同項第４号とする。 

第８条中「及び」を「、」に改め、「第２条の４第１項」の右に「及び第２条の５第１項」

を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 省令第２条の２第１項の規定による営業の譲渡に関するクリーニング所・無店舗取次

店承継届には、同条第２項及び同条第３項において準用する省令第２条に規定する書類

のほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 法人の登記事項証明書(法人である場合に限る。) 

⑵ その他保健所長が必要と認める書類 

第１号様式注以外の部分中「※」を削り、 

「 

開 設 予 定 年 月 日 年   月   日  

営業の

譲受け 

譲受けの有無 □有 検査確認済証の発行年月日及び番号 
年  月  日   第   号 

□無 

を 

変 更 の 有 無 □有 

クリーニング業法施行規則（以下「省令」

という。）第１条の３第１項 

□第４号 □第６号 □第７号 □第８号 

□第９号 

□無 

                                     」 

「 

開 設 予 定 年 月 日 年   月   日 に 

                                      」 

６２



 

改め、同様式注中２を削り、３を２とし、４を削る。 

第２号様式注１中「第５条第１項若しくは第２項の規定による届出を行う場合（いずれ

も営業を譲り受けた場合に限る。）又は同条第３項」を「第５条第３項」に改め、同注４中

「（いずれも営業を譲り受けた場合を除く。）」を削り、同注６を削る。 

第３号様式注以外の部分中「※」を削り、 

「 

営業開始予定年月日 年   月   日  

営業の

譲受け 

譲受けの有無 □有 届出年月日   年 月 日 
業務用車両の自動車登録番号又は車両番号 

□無 

を 

変 更 の 有 無 □有 

クリーニング業法施行規則（以下「省令」

という。）第１条の３第２項 

□第３号 □第５号 □第７号 □第８号 

□第９号 

□無 

                                     」 

「 

営業開始予定年月日 年   月   日 に 

                                      」 

改め、同様式注１及び３を削り、同注２を同注とする。 

第６号様式注以外の部分中「□相続」を「□譲渡 □相続」に、「被相続人」を「譲渡人、

被相続人」に、「相続開始、合併又は分割の」を「地位を承継した」に改め、同様式注２中

「届出者が法人である場合は、記入する必要はありません」を「区分が相続の場合にのみ、

記入してください」に改める。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年１２月１３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に営業を譲り受けた者に係るこの規則による改正前の京都市ク

リーニング業法施行細則第４条及び第５条の規定の適用については、なお従前の例によ



 

る。この場合において、第４条第２項第５号中「省令」とあるのは「旅館業法施行規則

等の一部を改正する省令（令和５年厚生労働省令第１０１号）第４条の規定による改正

前の省令（次条第２項第４号において「旧省令」という。）」と、第５条第２項第４号中

「省令」とあるのは「旧省令」とする。 

３ 従前の様式による用紙は、市長が認めるものに限り、当分の間、これを使用すること

ができる。 

（保健福祉局医療衛生推進室医療衛生企画課） 


